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【要旨】 
近年、豪雨や地震等による災害が多発し、災害発生時の道路管理の重要性が高まっている。地すべりにおいても、路面やト

ンネル等の構造物が被災する危険性を有しており、地すべり発生時には通行規制等の危機管理が重要である。しかしながら、

地すべりの場合は徐々に現象が進展し、しかも現象の進展の速さも個々の地すべりで様々であるという特殊性を有しているた

め、現象の進展を的確に把握し、それに応じた的確な危機管理対応が必要となる。 

本研究では災害事例をもとに、地すべり災害発見の状況分析やすべり発生時の現象の進展状況、通常時の道路管理手法や災

害時の危機管理対応の実態分析を行い、地すべり災害に対する危機管理対応の課題と適切な手法について検討した。またレー

ザープロファイラデータを用いた地すべりの活性度を解析することにより、地すべりの活性度分布に応じた道路管理対応手法

を提案した。 
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1．はじめに 
 地すべりにより道路施設が被災する事例は数多く

発生している。道路斜面に地すべりが発生した場合

には、路面やトンネル等の構造物が被災する危険性

を有しており、通行規制等の危機管理が重要となる。

しかし、個々の地すべりの現象の進展の速さは様々

であることから、現象の進展を的確に把握し、それ

に応じた的確な危機管理対応が必要となる。 
 そこで本研究では、災害事例をもとに、地すべり

災害発見時の状況分析や地すべり発生時の現象の進

展状況、通常の道路管理手法や災害時の危機管理手

法の実態を調査し、地すべり発生の危険性がある道

路における通常時、災害発生時の道路管理手法を検

討した。また、広域におよぶ道路管理区間の中で、

地すべり危険斜面を適切に認識し、監視・管理を行

うための地すべり認定手法と活性度の評価手法の検

討を行った。 
 

2．地すべり被害と道路管理の実態 
2．1  調査方法 

近年発生した、地すべり災害により道路が被災し

た 45 事例について、既存文献資料をもとに被災状況

や災害対応等を整理するとともに、道路管理者にア

ンケート調査を行った。また、国 2 事務所、地方自

治体 2 事務所の計 4 事務所を対象に①監視対象地区

の抽出方法、②点検調査の頻度および着目点、③管

理や監視に使用する資料、④地すべり観測機器の設

置状況、⑤異常発見時の対処方法などの項目につい

てアンケート調査とヒアリング調査を行った。 
 
2．2 調査結果 
アンケートに回答頂いた管理者と事例件数は、国

が 11 件、都道府県が 26 件、市町村が 7 件、NEXCO
が 1 件である。災害事例は、東北から九州の各地に

わたる。 
これらの調査結果から、地すべりにより道路等が

被災する事例の実態、および通常の道路管理から地

すべり災害後の応急対応に至るまでの各段階におけ

る管理方法の実態を整理し、管理における課題を以

下に整理する。 
（１）地すべりの抽出・認識 
 地すべり災害の発生場については、道路防災点検

の対象外であった地区が約 50%であり、災害想定箇

所として認識されていなかったことが分かる（図

-1,a）。平成 18 年度版の防災点検要領において、点

検対象外から発生した災害を調査した結果、被災箇

所が道路用地外であった、災害の発生が想定されな

かった、崩壊の形態や規模が想定外であったことな

どが挙げられており、平成 8 年防災点検の時点では

災害想定箇所を精度良く抽出することが困難であっ

たと考えられる。また、図-1,a で防災点検を実施し

た 22 事例のうち 13 事例は要対策やカルテ対応とな

っているが、被災事例全体の約 29%にとどまってい

る（図-1,b）。なお、地すべり災害事例の多くは図-1,a



で約 47%をしめる点検箇所以外（想定外）から発生

していることがわかる。なお、被災箇所のうち約62%
は周辺に地すべり地形が分布していた（図-1,c）が、

道路防災点検の対象に含まれていない、管理地外で

あるなどの理由により、地すべり対策工等の具体的

な対応が講じられなかったことが考えられる。 

 
図-1 アンケート結果 

地すべりの進展状況のどの局面で地すべりを認識

したかについては、段差拡大が約 18%、末端崩壊や

崩落が合計で約 82%であり、落石や構造物の変状な

どの前兆が見られる段階で地すべりを認識されるこ

とは少ない（図-1,d）。これらの現象が道路用地外で

発生するものも多いため、前兆現象など災害の初期

段階で地すべりを認識することが難しいという側面

がある一方、地すべりに対する認識不足により前兆

現象を地すべりに結びつけることが難しいといった

事も考えられる（図-2）。また、道路用地外に地すべ

り地形や防止区域がある場合でも、それらの情報が

共有されず、有効に活用されていない状況である。 

 

図-2 地すべりの認識に至るイメージ 

（２）道路パトロール・点検 

国では、通常の道路パトロールを毎日実施してお

り、地方自治体では週もしくは月に2回程度実施さ

れており、通常時は職員や維持業者が行い、防災点

検や異常時点検は専門業者により行われている（図

-3）。管理路線の重要度や地域によって通常時の点検

頻度は異なるが、定期的な点検が行われており、図

-4に一例を示すように、法面や斜面に対する点検の

ポイントを整理したマニュアル 2）や点検要領が整備

されている事務所が多い。しかし、車上巡回では主

に路線上の落下物や付帯施設の状況などの点検が主

であり、点検時の着目点も多数あるため、斜面を意

識した点検はあまり行われていないと考える。路線

上の落石や道路構造物のキレツなど、日常パトロー

ルだけでは地すべり現象に結びつけることが難しい

点もあるため、豪雨や地震等の異常時点検や防災点

検により、定期的に法面の上方や背後斜面の状況を

踏査にて確認する必要がある。 

 

図-3 点検調査の頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３)管理や監視に使用する資料 

 交通量、管理延長、気象などの地域特性による資

料水準の違いもあるが、国と地方自治体では日常管

図-4 法面点検マニュアルの例 2） 



理に用いられる資料は異なる。国では定期的に更新

される防災カルテが主に用いられており、道路用地

外を含めた高精度な地形図（レーザープロファイラ）

を用いる場合も見られた。一方、地方自治体では、

防災カルテを用いた定期的な点検の頻度は低く、災

害時のための連絡体制表などの資料が充実している。 

 
（４）地すべり発生時の応急対応状況 
 地すべりブロックと道路の位置関係を見ると、道

路が地すべりの末端に位置する事例ほとんどで約

73%、頭部が約 9%であった（図-1,e）。山岳地の道路

では施工時に斜面を切土することが多く、切土工に

より地すべりブロック末端部を不安定化させる要因

になっていることが考えられる。また、前述の図-1,d
のように、地すべりを認識する時点が末端崩壊や崩

落する局面が多い原因としては、特に道路用地外の

地すべりの影響を受ける場合、地すべり末端に道路

が位置するため、地すべり変位が進行した状態にな

らないと変状の確認が困難であるためと考える。地

域住民や道路利用者、維持業者、管理者が路面や周

辺斜面の異常を認識する場合、部分的な異常を地す

べりと認識するまでに至らない可能性も考えられる

ため、地すべり現象の理解と地すべりの危険性があ

る地域であることの認識を持つことが重要である。 
地すべりを認識した際は、観測機器に基準値を設

け、基準を上回る場合には電話通信に接続しメール

一斉同報を行うことが多い。また、地すべり災害の

影響が広域に及ぶ場合や応急対応のための資機材が

複数必要な場合などに近傍の事務所の支援や、対策

のために専門業者や施工業者による調査・設計等が

なされる。異常発見時の体制の概要を図-5 に示した。 

 

図-5 異常発見時の体制 

また、異常発見時の対処法としてすぐにできるこ

とは、通行止めなどの規制である。地すべりブロッ

ク頭部や中腹部に道路が位置する場合、全事例(6 件)
で全面通行止めとなり、末端部に位置する場合も約

85%と高い割合になっている。全事例のうち約 13%
と事例数は少ないが、地すべり頭部・中腹に道路が

位置する場合は全面通行止めになる確率がかなり高

いため、道路と地すべりの位置関係も応急対応・対

策の方針を決定するうえで重要となる。 
 通行規制を行った期間については、全面通行止め

で半年未満が約 49%、半年以上が約 30%で、長期間

に及ぶ通行止めがなされている（図-5）。1 週間以内

に規制解除をした事例の75%は国が管理する国道で

あり、影響が広域に及ぶため早期の交通解放がなさ

れている。また、通行規制時の迂回路の状況として

は、全面通行止めにより他路線を迂回路とする場合

が大半で、次に仮設道路を建設する場合が多くみら

れた（図-1,f）。これは、山間部で厳しい地形条件の

場合は谷側への仮設道路建設が多大な費用と時間が

かかるため、他路線を迂回路とすることが多いため

と考える。 

 
図-5 通行規制期間の内訳 

(５)地すべり観測機器の設置状況 

 地盤伸縮計や孔内傾斜計などの観測機器は、地す

べり災害直後の安全管理や対策工の設計を目的に設

置される。そのため対策後の地すべりの動きを観測

することはほとんど無く、費用面も関係して長期の

監視を継続することは難しい。また、地すべり観測

を行っていても、変位が微小である場合や一度変状

が発生した後に変位が収束する場合など、費用面の

制約により対策もできず、観測の継続も困難な状況

が見られた。特に地方自治体が管理する山岳部の道

路では、集落が点在し、災害時には迂回路となる道

路が近傍にないことがある。このような場合、災害

発生の前兆となる変位を観測や点検により早期に捉

え、応急対策を行うことが重要であるが、広域に及

ぶ管理路線を同じような精度で管理することは困難

な現状にあることから、地すべり地の管理を効率的

に行う方法を提案する必要がある。 

 

3．道路管理手法の提案 
実態調査で把握した課題を踏まえ改善の提案を示

す。 



(１)監視対象地区の抽出方法 

 地すべり災害以前に地すべり危険斜面と認識して

いる事例は少ないため、管理区域の災害履歴や他の

管理者が所管する地すべり防止区域等の情報を共有

し、地すべりの危険箇所を認識する必要がある。で

きれば、航空レーザー測量データから作成した詳細

地形図を用いて地すべり範囲を抽出することが望ま

しいが、現状では全ての現場で実施することは難し

いため、個々の地すべりの詳細な地形判読や活性度

を評価する手法 3）を用いて、監視対象の優先順位付

けに活用することも考えられる。なおこの時、保全

対象や防災点検などの点検情報も含めて総合的に判

断する必要がある。次章で、航空レーザー測量デー

タを用いた地すべり地形判読図と活性度評価につい

て紹介する。 

(２)点検調査の頻度および着眼点 

 点検頻度やタイミングについては地域における土

砂災害履歴を踏まえ、災害の頻度が高くなる時期の

前に点検頻度や精度を高めて行う必要がある。また、

通常時の道路パトロールは道路施設の点検が主であ

るが、巡回者にも道路での地すべり変状の現れ方の

教育訓練や防災カルテにおける着目点や災害発生危

険度が高い地区等の情報を共有することで、異常発

生時に早期に地すべりであることの認識を持ち、通

行止めに至る前の段階での応急対応につながること

が有効と考える。 

（３）管理や監視に使用する資料 

 地すべり危険斜面は広範囲に及ぶ場合があり、道

路台帳以外に地すべりブロック全体の状況を把握す

るための地形図やカルテが必要である。 

（４）地すべり観測機器の設置・観測 

 地すべり変位量等の観測は、対象となる地すべり

の安定性や保全対象の重要度により観測方法や頻度

を設定するが、緩慢な挙動が把握される地すべり地

における監視や対策方法、判断の指標を検討し、中・

長期的な地すべり管理方針を設定する必要がある。 

（５）地すべり発生時の応急対応 

異常の発生が地すべりに起因する場合、地すべり

と早期に認識することが被害の軽減につながるため、

現象の判断や対応方法に悩む場合は、専門家の助言

を受けて対策方針を速やかに決定する必要がある。 

また、道路における地すべり災害では、通行止め

が長期間に及ぶ場合があることから、地域のみなら

ず道路利用が想定される広範囲の地域に対し、適切

な情報提供を行うことが重要である。特に、観光地

では地すべり災害に伴い風評被害が発生する事例 6)

も見られるため、通行止めにより地域経済への影響

が懸念される場合は、わかりやすい迂回路の情報や

通行規制解除などの情報を広く周知する必要がある。  

通行止めにより集落が孤立する場合もあるため、

定期的に住民が必要とする情報（被害状況、災害の

影響とその期間、復旧の目途など）を発信し、不要

な精神的不安の軽減を図る。また、山岳部の高齢化

が進む地域では特に、医療や生活のための交通手段を確

保することが住民の負担軽減に重要と考える。 

 

4．地すべり認定・評価手法の提案 
 災害発生前に地すべり地とその規模や範囲を的確

に認識するために、近年、河川や砂防の分野で取得

が進む航空レーザー測量データを活用することが考

えられる。地すべりの詳細な地形判読のための視覚

化手法、および地すべりの活性度を推定する手法に

ついて、以下に示す。 

4．1 航空レーザー測量データの視覚化 
取得したデータは地形判読などに活用されるため、

陰影図や斜面勾配図など様々な手法で可視化がされ

ているが、地すべり地形を認識する際に最も重要な

微地形（段差、亀裂、凹地など）がはっきりと表わ

されている必要がある。陰影図は一般的によく用い

られるが、仮想光源を設定して陰影をつけることか

ら、光源の方向が微地形の見え方に影響を与えるこ

とがある。そこで、仮想光源を必要としない開度図

と、微地形を強調するウェーブレット解析図を合成

した「開度-ウェーブレット解析図」を地すべり判読

に用いることを提案する（図-6）。なお、ウェーブレ

ット解析には、メキシカンハット関数を用いている。 

 
図-6 開度-ウェーブレット解析図の例 



この図は、地すべり判読に関して以下の利点がある。 

①急傾斜の斜面でも微地形が明確に表わされる。 

②沢と尾根の色が異なって表わされ、地形判読がし

やすい。 

③視覚化に光源を必要としないため、斜面方位の影

響が地すべり判読に表れない。 

 

4．2 地すべりの活性度推定手法 
 滑動している地すべりでは、段差や亀裂、小丘な

どの微地形が形成され、地表面が粗くなると考えら

れる。また、微地形分布の特徴は、地すべりの各発

達段階で異なり、その発達段階は斜面勾配と関係が

あると考えられる。そこで、地表面の粗さを示し指

標として「固有値比」4)と斜面勾配を用いた、地す

べりの活性度推定手法を提案する。 

 固有値比は、地表面の単位斜面における法線ベク

トルのばらつきの大きさの指標である。これまで、

実際の地すべり地において航空レーザー測量データ

をもとに地すべり地内の微地形に見られる活性度と

固有値比の分布傾向、斜面勾配の関係を調査した結

果 5)、図-7に示すような関係が見られた。勾配が急

な斜面では、固有値比の密度分布に二つの山になる

が、緩い斜面では一つの山となる。またそれぞれの

斜面勾配において、固有値比が小さい値の密度が高

い地すべりほど活性度が高いことがわかった。 

今後、地質や地形的特徴が異なる地域において本手

法を適用することで、地域特性に応じた活性度の判

断の指標となる値を整理する必要はあるが、地すべ

り地の活性度を数値で表現することが可能になるた 

 

図-7 地すべりの活性度評価イメージ 

め、定量的な評価につながるものと考える。 

 山岳地の道路においては、道路沿いに多数の地す

べり地形や地すべりの危険性がある斜面が存在する

ことから、抽出された個々の地すべり危険斜面を活

性度を用いて評価し、管理・監視の優先順位を付け

た道路管理を行うことが地すべり災害による被害の

防止・軽減につながると考える。 

 

5．まとめ 

道路管理者も含め巡回者が地すべりを意識できて

いないために、地すべり災害に適切に対処出来ず対

応が後手になる場合がある。地すべり災害による被

害を軽減し、住民や管理者自身の負担を軽減するう

えで、 地すべり発生初期段階における早期認識と対

応が何よりも肝心である。そのような適切な対応を

行うためには、道路周辺の精度の良い地形図の整備

による地すべり地の認識や災害の情報共有を図る必

要がある。 
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